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཯އဏࣱのᙲʼᜱἼἋἁ 

˂者ồのૅੲ੩̓でᵐᵒή᠉ถ 
 

先行研究では、཯居高齢者ởᣐͪ者以ٳとのみ同居する高齢者の要ʼᜱἼἋクが高い可能性が

指ઇされています。しかし、その要׆ở性ࠀについてはあまり検᚛されてẨませỮでした。そこで本研

究では、ܼଈ構成とɶሁ度以上の要ʼᜱ状७（要ʼᜱ2以上）との関連を検証しました。 

65歳以上13468名を対象とした約10年᧓のᡙួデータをᚐ析した結果、ᣐͪ者と同居する人と

比べ、Ẑ཯居ẑởẐᣐͪ者以ٳとのみ同居ẑの要ʼᜱἼἋクは、男性では཯居で1.45倍、ᣐͪ者以ٳ

と同居で1.38倍、女性では཯居で1.19倍でした。˂者との支援のởりとりを分析に加えると、これらの

ἼἋクはถݲし、཯居男性（1.34倍）ではἼἋクの約4分の1（24.4ᵃ）がᛟ明されたことになりました。さ

らに、支援੉受別のᚐ析から、要ʼᜱἼἋクの増加の大部分が、高齢者ᐯ៲から˂者ồの支援の੩

̓によってᛟ明されることがわかりました。཯居高齢者ở、ᣐͪ者以ٳとのみ୥らす高齢者のʼᜱ予

᧸には、これらの方ẉが支援੩̓ೞ会を持てるようなӕኵが有効である可能性が示唆されました。 

 

 お問合せ先： ׎ᇌ長寿医療研究Ἅンター老年社会科学研究部 ܴ長 ૬ᕲൟ t-saito@ᶌcᶅᶅ.ᶅo.jp  

 

 

 
 

図 世࠘構成と要ʼᜱ2以上発生ἼἋク（男性） 

 

ؕ本ἴデル ：年齢、社会ኺฎ的変数、および健康関連変数の影響を調整 

ὺ支援੉受 ：ؕ本ἴデルに支援の受᪸（2᪮Ⴘ）および支援の੩̓（2᪮Ⴘ）をᡙ加 

     ද）年齢、教育歴、ሁ価所得、健康度ᐯࠁ評価、၌ध፝ध有無、৮うつ、手െ的日ࠝ生

   活動˺能щ、主観的ᛐჷᨦܹの影響を調整 
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■背景 

 先行研究では、཯居高齢者ởᣐͪ者以ٳとのみ同居する高齢者の要ʼᜱἼἋクが高い可能性が指ઇされてい

ます。しかし、その要׆ở性ࠀについてはあまり検᚛されてẨませỮでした。本研究では、男女別に世࠘᫏׹による

要ʼᜱἼἋクのࠀを৭੮するとともに、そのࠀにʼנする要׆を検証しました。 

 

■対象と方法 

 日本老年学的評価研究(Japan Gerontological Evaluation Study，JAGES）プロジェクトが2003年に要ʼᜱᛐ定

᩼ᛆ࢘の65歳以上男女を対象に実施した調査データから、13468名のそのࢸの要ʼᜱᛐ定状況を約10年᧓ᡙ

ួしました。ܼଈʼᜱщの影響をᨊٳするたỜ要ʼᜱ2以上のᛐ定にᨂ定し、世࠘᫏׹はẐᣐͪ者と同居ẑẐᣐͪ

者以ٳとのみ同居ẑẐ཯居ẑとしました。これらの関連を検᚛するᨥには、ɲ者に影響を及ぼし得るような変数（年齢

ở社会ኺฎ状७、၌धりधở৮うつなどさまざまな健康指೅）の影響を調整しました。また世࠘᫏׹による要ʼᜱἼ

Ἃクࠀにʼנし得る要׆として健康習ॹ（ഩ行、տ໺、᫩ᣒ、˳఍指数）、˂者との支援のởりとり（࣎ᣐ事ởख़ၠ

をᎥいてもらう὾あậる、数日᧓၏ൢở世ᛅをしてくれる὾あậる）をᚨ定し、それẹれ関連のどの程度をᛟ明する

のかをᚐ析しました。 

 

■結果 

 男性ではᣐͪ者以ٳとのみ同居する人は全˳の10.3％、཯居者は4.2％でした。女性ではᣐͪ者以ٳとのみ同

居する人は30.2％、཯居者は15.7％でした。ᣐͪ者と同居する人と比べ、男性では཯居で1.45倍、ᣐͪ者以ٳと

同居で1.38倍、女性では཯居で1.19倍、要ʼᜱἼἋクが高いことがわかりました。健康習ॹはこれらのἼἋクࠀをほ

とỮどᛟ明しない一方、支援の੉受は཯居男性で24.4％、ᣐͪ者以ٳと同居の男性で15.8％、཯居女性で

10.5％をᛟ明していました。さらに支援の੉受別に分析すると、高齢者ᐯ៲から˂者ồの支援੩̓がその大部分

をᛟ明していることがわかりました。 

 

■結論 

 男性は、ᣐͪ者以ٳと同居または཯居で要ʼᜱἼἋクが高い一方、女性は཯居者のみἼἋクが高いことがわかり

ました。またこれらのἼἋクの一部を支援の੉受、特に˂者ồの支援の੩̓がᛟ明していることがわかりました。 

 

■本研究の意義 

 本研究結果から、཯居高齢者ở܇どもなどᣐͪ者以ٳとのみ୥らす高齢者のʼᜱ予᧸には、これらの方ẉが支

援੩̓ೞ会を持てるようなӕኵが有効である可能性が示唆されました。 

 

■発表論文  

Saito T, Murata C, Aida J, Kondo K. Cohort study on living arrangements of older men and women and 

risk for basic activities of daily living disability: Findings from the AGES project. BMC Geriatrics 2017; 

17(1):183. 
 
■謝辞  

本研究は、文部科学Ⴞᅶᇌ大学৆ဦ的研究ؕႴ࢟成支援事業 (2009-2013)、日本学ᘐਰ興会科学研究費

補助金 (23243070, 18390200, and 25713027)、長寿医療研究開発費 (24-17 and 27-18)により実施され

ました。 
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配偶者・親と同居の高齢者 抑うつリスク約1.5倍 
～居住地域のつながりで軽減か～ 

 
 ひとり暮らしの高齢者は、誰かと同居している高齢者と比較して抑うつ度が高いことが報告されてい
ます。しかし、誰と居住しているかが高齢者の精神健康に影響するのかは知られていません。そこで、
誰と同居しているかが抑うつ発症リスクに影響するのかについて、約 4.2万人の65歳以上高齢者を
対象とした3年間の追跡調査データを用いて検証しました。その結果、配偶者とのみ同居している男
性(9,468 人)と比べて、ひとり暮らしの男性(983 人)の抑うつ発症リスクが約 1.43 倍、配偶者と親と
同居している男性(447人)の抑うつ発症リスクは1.47倍高いが、女性では同様の関連はみられませ
んでした。加えて、このようなリスクの上昇は、社会的つながりが強い地域では軽減されており、地域
の社会的つながりの強化が居住形態による精神健康悪化を抑制する可能性が示されました。  
 

 お問合せ先： 大阪医科大学医学研究科 心理学･行動科学 本庄かおり khonjo@osaka-med.ac.jp  
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■背景 
 ひとり暮らしの高齢者は誰かと同居している高齢者と比較して抑うつ度が高いことは、これまでの多くの研究によっ
て報告されています。しかし、誰と

．．
居住しているか（居住形態）が高齢者の精神健康に影響するのかついてはあまり

知られていません。また、近隣居住地域の「社会的つながり」が高齢者の健康に良い影響を与えるということが報告
されていますが、近隣居住地域の社会的つながりが居住形態の精神健康への影響を変化させるかどうかについて
調べた研究はありません。そこで、本研究は、高齢者において居住形態と近隣居住地域の社会的つながりの強さが
抑うつ発症リスクに与える影響を評価することを目的として実施しました。 
■対象と方法 
 2010年と2013年に日本老年学的評価研究（JAGES）の調査に回答し、2010年の時点で抑うつ症状のない65
歳以上の男性 19,656 人、女性 22,513 人を対象に、居住形態と抑うつ症状の関連を検討しました。居住形態は
同居者に関する質問から、①配偶者のみ、②一人暮らし、③配偶者と親、④配偶者と子供、⑤配偶者と親と子供、
⑥親のみ・子供のみ・親と子のみ、⑦その他、の 7 群に分類しました。 抑うつは、高齢者用うつ尺度（15 項目版
Geriatric Depression Scale）を用いて評価し、5 点以上を「抑うつ症状あり」としました。年齢、高齢者年齢区分、ベ
ースライン時の抑うつ尺度得点、教育歴、世帯収入、就労状況、治療中の病気の有無、自覚的健康感、一日あた
りの歩く時間、居住市町村を統計解析において調整しました。 
 近隣居住地域の社会的つながりは、3 つの質問を用いて評価しました（あたなの地域の人々は、一般的に信頼で
きると思いますか/多くの場合他の人の役にたとうとすると思いますか/現在住んでいる地域にどの程度愛着がありま
すか）。それぞれ「信頼できる」「そう思う」「愛着がある」と答えた人の小学校区別割合を算出し、その合計値を近隣
居住地域の社会的つながりのスコアとしました。全体の中央値により近隣居住地域の社会的つながりスコアの高群
と低群に分類し、近隣居住地域の社会的つながりの強さ別に居住形態と抑うつ症状の関連を検証しました。 
■結果 
 3 年間の追跡の間に、男性では 2,577 人(13%)、女性では 2,897 人(12.5%)が抑うつ症状を発症しました。男性
では、配偶者とのみ同居している人(9,468 人)と比較して、一人暮らし(983 人)、配偶者と親と同居している人(447
人)の抑うつ症状発症リスクがそれぞれ 1.43 倍、1.47 倍と高いことがわかりました。これに対して女性では同様のリ
スクの上昇はみられませんでした。反対に、女性では配偶者と子供と同居する人（5,232 人）の抑うつ発症リスクは
配偶者のみと同居する人(7,805 人)と比較して16％低いという結果でした。また、近隣居住地域の社会的つながり
の強さ別の解析では、地域の社会的つながりスコアが高い地域において、一人暮らしや配偶者と親との同居による
抑うつ発症リスクの上昇が軽減される傾向がみられました。 
■結論 
 居住形態（だれと同居しているか）が高齢者の抑うつ発症に影響することがわかりました。また、その関連は性別や
近隣居住地域のつながりの強さによって異なることも示唆されました。 
■本研究の意義 
 本研究の結果は、公衆衛生対策において、高齢者がひとり暮らしであるかどうかに加えて、誰と同居しているかに
ついても注意をはらう必要があることを示唆しています。また、居住する近隣地域の社会的つながりを強化すること
により、居住形態による精神健康の悪化を軽減する可能性も示唆されました。 
■発表論文 
Honjo, K., Tani, Y., Saito, M., Sasaki, Y., Kondo, K., Kawachi, I., & Kondo, N. (2018). Living Alone or With Others 
and Depressive Symptoms, and Effect Modification by Residential Social Cohesion Among Older Adults in Japan: 
The JAGES Longitudinal Study. Journal of Epidemiology. doi:10.2188/jea.JE20170065 
■謝辞 
本研究は、日本老年学的評価研究プロジェクトのデータを使用し、私立大学戦略的研究基盤形成支援事業（2009-2013）、JSPS 科研費(22330172, 
22390400, 23243070, 23590786, 23790710, 24390469, 24530698, 24683018, 25253052, 25870573, 25870881,26285138, 26882010,15H01972 ), 厚
生労働科学研究補助金 (H22-長寿-指定-008, H24-循環器等[生習]-一般-007, H24-地球規模-一般-009, H24-長寿-若手-009, H25-健危-若手-015, 
H25-長寿-一般-003, H26-医療-指定-003 [復興], H26-長寿-一般-006, H27-認知症-一般-001), 国立研究開発法人日本医療開発機構（AMED）長
寿科学研究開発事業, 長寿科学研究開発費 (24-17, 24-23), 公益財団法人長寿科学振興財団(J09KF00804)などの助成を受けて実施しました。 
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ᡈᨩὉӐ人のἇἯーἚẝỦ高齢者  

ᙲʼᜱἼἋἁᾀ὿ήឬถ 
 

日ࠝ的な手助け、पみのႻᛩなどの社会的ἇἯートの੉受が、高齢者の健康に良ڤな影響をɨ

えることが、׎ϋٳの先行研究によりᄩᛐされています。では、独居の高齢者など、家族からのサポ

ートが得られない場合でも、近隣や友人とのサポートのやり取りがあれば、健康に良い影響があ

るのでしょうか。本研究は、ग़ჷჄの6ᐯ඙˳に住ớ65歳以上の高齢者14,088人を10年᧓ᡙួ

し、社会的ἇἯートのởりとりと要ʼᜱ状७発生との関連について調べました。その結果、たとえ同居

家族がいなかったり、家庭内で孤立していたとしても、近隣や友人とサポートのやり取りがあれ

ば、要介護リスクが、男性で15％、女性で11％減少していました。また、男性では、女性に比べ、同

居ܼଈ（特にᣐͪ者）とのἇἯートのởりӕりが重要であることが示唆されました。女性では、ᡈᨩở

Ӑ人との関̞が要ʼᜱᛐ定ἼἋクのถݲとよりࢍく関連していました。 

  

 

お問合せ先：׎ᇌ長寿医療研究Ἅンター 老年社会科学研究部社会参加・社会支援研究ܴ 

ܴ長 村ဋҘ代௿  Eメール：cmurataᵞncgg.go.jp 

 

 

 
 

図ɶの数܌は、年齢、世࠘構成、健康状७、ἏーἉἵルἇἯートを調整した上で、ἏーἉἵルἇἯートがない人の要

ʼᜱᛐ定の受けởすさをᾀとしたئ合の、ἇἯートがある人のᛐ定ἼἋクを表す。 

数܌のᛇኬは、表2のἴデル3を参ༀ。 
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Ṳ背景 

日本の65歳以上高齢者の割合は2013年には25ᵃにᢋし、65歳以上の高齢者のいる世࠘の25.6ᵃが཯居で

あった。また܇どものいない高齢者も増えており、高齢になってもܼଈからのἇἯートに᫂れない高齢者が今ࢸ

も増加する状況にある。社会的ἇἯートは、៲˳的健康ẻけでなく、うつなどのችᅕ的健康とも関連している。

のႻ手とのἇἯート੉受によって、その効果がီなるかԁかを明らかにすることは、今ٳって、ܼଈとそれ以ࢼ

のʼᜱ予᧸施ሊを検᚛する上でも重要である。そこで、本研究では、10年᧓のᡙួデータを用い、ܼଈかࢸ

らのἇἯートが得られない高齢者でも、ᡈᨩởӐ人とのἇἯートのởりӕりが要ʼᜱἼἋクのถݲにつながるか

ԁかを検᚛した。 

Ṳ対象と方法 

ग़ჷჄϋの6ᐯ඙˳נ住のᐯᇌ高齢者（65歳以上）を対象に行った2003年のᣁᡛᐯ記ࡸ調査（回収ྙ

52.6％）の回答者を10年᧓ᡙួし、要ʼᜱᛐ定（ʼᜱ度ᾀ以上）の有無との関連を検᚛した。社会的ἇἯート

は先行研究で多く用いられている5᪮Ⴘ（Ẑあなたのख़ၠをᎥいてくれるႻ手はいますかẑẐख़ၠをᎥいてあậる

Ⴛ手はいますかẑẐ၏ൢになったとẨに世ᛅをしてくれる人はいますかẑẐ世ᛅをしてあậたいႻ手はいますかẑ

Ẑあなたのנ܍をᛐỜてくれる人はいますかẑ）を用い、ἇἯートのởりӕりをするႻ手（同居ܼଈ・別居ܼଈ・ᡈ

ᨩまたはӐ人）ắとに、ἇἯートの有無をたずỈた。 

Ṳ結果 

10年᧓に、ʼᜱ度ᾀ以上の要ʼᜱᛐ定を受ける割合は、ἇἯートのởりӕりがないႻ手で高かった（表ᾀ）。調

査଺にᛡともἇἯートのởりӕりがなかった高齢者では、男性で33.7％、女性で33.9％が要ʼᜱ状७になって

おり（表ᾀ）、ẻれかとἇἯートのởりӕりがあるႻ手に比べて、年齢をᎋॾしても、男性でそのἼἋクは1.25倍、

女性で1.08倍であった。཯居ởܼଈ関̞がफいなど、ܼଈからのἇἯートが得られなくても、ᡈᨩởӐ人との

ἇἯートのởりとりがあれị、男性で要ʼᜱᛐ定ἼἋクは15％、女性で11％ถݲしていた（表ᾁ参ༀ）。 

Ṳ結論 

年齢ở健康状७、ܼଈ構成をᎋॾしても、ܼଈ以ٳとの社会的ἇἯートのởりӕりは、男女とも、10年᧓のᡙ

ួ஖᧓ɶ、要ʼᜱ状७になるἼἋクが有意に低かった。ᛇኬな検᚛が࣏要ではあるが、ܼଈからのἇἯートが

得られない状७であっても、ᡈᨩとの関̞ởӐ人のנ܍は、要ʼᜱἼἋクの低ถにࢫᇌつ可能性がある。 

Ṳ本研究の意義 

ܼଈは一ဪ៲ᡈな社会関̞であり、ܼଈ関̞が̾人のᵯOᵪにɨえる影響は大Ẩい。しかし、ܼଈからのἇἯ

ートがࠝに得られるとはᨂらない。また、ܼଈと同居していても、高齢者がܼଈϋでྸ࣎的にܔᇌしていると、

ᐯൈのἼἋクが高まることが日本でもإԓされており、ܼଈとの関̞が࣏ずしも健康に良い影響をɨえないこと

が指ઇされている。このような背景において、本研究は、高齢者のܼଈ以ٳの社会的ἇἯートの重要性を示

唆したことに意義があるとᎋえる。 

Ṳ発表論文 

Chiyoe Murata, Tami Saito, Taishi Tsuji, Masashige Saito, Katsunori Kondo. A 10-year follow-up study 

of social ties and functional health among the old: the AGES project. International Journal of 

Environmental ᵰesearch and Public Health. 2017, 14, 717; doi:10.3390/ijerph14070717 

Ṳ謝辞 

本研究は、ग़ჷ老年学的評価研究（Aichi Gerontological Evaluation Study, AGES）プジェクトのデータを使用

した。 
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p. 3 
 

＜参考＞ 

表 1．ソーシャルサポートの有無と要介護認定との関連 

 
  N  せ௓ㆤ

ㄆᐃ 
%   

(ᖺ㱋ㄪᩚ %)    N  せ௓ㆤ

ㄆᐃ 
%   

(ᖺ㱋ㄪᩚ %)   
⏨ᛶ  (N = 6,906)  ዪᛶ  (N = 7,182) 

ྠᒃᐙ᪘  ᭷  6195  1324  21.4 (22.8)  5484  1338    24.4 (24.0) 
  ↓  711  219  30.8 (26.0)  1698  498  29.3 (27.9) 

ูᒃࡢᐙ᪘

 ぶᡉࡸ
᭷  3394  767    22.6 (25.1)  4552  1108  24.3 (25.0) 
↓  3512  776  22.1 (23.7)  2630  728    27.7 (26.9) 

཭ே࣭㏆㞄  ᭷  2668  512  19.2 (22.9)  3940  881    22.4 (25.5) 
  ↓  4238  1031  24.3 (25.9)  3242  955    29.5 (26.4) 

඲࡚  ᭷  6544  1421  21.7 (23.7)  6822  1714  25.1 (25.7) 
  ↓  362  122  33.7 (29.6)  360  122    33.9 (27.7) 

 

表ɶの数܌は対象者数、％はᡙួ 10 年᧓のうẼに要ʼᜱᛐ定を受けた割合を示す。年齢調整％

とは、ወᚘ的手法を用いて年齢が同じとˎ定したئ合の要ʼᜱᛐ定割合を表す。 

 

 

表 2．Cox 比例ハザードモデルによる要介護認定に対するハザード比 

ࣝࢹࣔ  1 
㸦ᖺ㱋ࠊୡᖏᵓᡂࢆ

ㄪᩚ㸧 

ࣝࢹࣔ 2 
㸦ᖺ㱋ࠊୡᖏᵓᡂࠊ

೺ᗣ≧ែࢆㄪᩚ㸧 

ࣝࢹࣔ 3 
㸦ᖺ㱋ࠊୡᖏᵓᡂࠊ೺ᗣ≧ែࠊ

 ㄪᩚ㸧ࢆࢺ࣮࣏ࢧࣝࣕࢩ࣮ࢯ

⏨ᛶ��1 �������    

ྠᒃᐙ᪘� 0.81 (0.67–0.97) *  0.79 (0.65–0.95) *  0.81 (0.67–0.98) * 
ูᒃࡢᐙ᪘ࡸぶᡉ� 0.98 (0.88–1.08)  0.97 (0.87–1.07)  1.02 (0.91–1.14) 
཭ே࣭㏆㞄� 0.86 (0.77–0.95) **  0.85 (0.76–0.95) **  0.85 (0.76–0.96) ** 

ዪᛶ��1 �������    

ྠᒃᐙ᪘� 0.87 (0.75–1.01) †  0.87 (0.75–1.06) †  0.89 (0.76–1.04) 
ูᒃࡢᐙ᪘ࡸぶᡉ� 0.98 (0.87–1.08)  0.94 (0.85–1.04)  0.97 (0.87–1.07) 
཭ே࣭㏆㞄� 0.88 (0.80–0.96) **  0.88 (0.79–0.97)**  0.89 (0.80–0.98) * 

 

・表のハἈード比は、ወᚘ的な手法により関連要׆をᎋॾした上での要ʼᜱᛐ定ἼἋクを表す。たとえị、ἴデ

ル 1 で年齢、世࠘構成を調整とあるのは、年齢ở世࠘構成が同じとみなしたئ合に、ἇἯートのởりӕりがな

い人に対して、5 ᪮ႸのうẼݲなくともいずれかのἇἯートがあるئ合のἼἋク（なりởすさ）を表す。 

・ハἈード比のᚐ᣷：̊えị、年齢、世࠘構成、健康状७、ἏーἉἵルἇἯートを調整したἴデル 3 では、男性

でӐ人ởᡈᨩの人とのἇἯートのởりӕりがあれị、同居ܼଈからのἇἯートがなくても、要ʼᜱᛐ定を受ける

ἼἋクが 0.85 倍、ɲ方あれị、0.81ᶣ0.85ᾌ0.69 倍となる（つまりἼἋクが 31％ถݲ）。 
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ᅈ˟෇ѣỉ෇ႆễ᭗ᱫᎍᛐჷೞᏡ᭗ẟ 

῍෇ႆễע؏Ệ୥ỤẴјௐờᾎ῍ 
 

ᛐჷၐは඙療がᩊしいたỜ、ᛐჷೞ能を低ɦさせないたỜの予᧸が重要とされています。これま

での研究で、高齢者̾ẉ人の社会参加（会ởグループồの参加）がᛐჷೞ能のዜ持に有効であるこ

とが示されています。しかし、地域の社会活動の活発さと、その地域נ住の高齢者のᛐჷೞ能との関

連は調べられていませỮ。 

そこで、ᅶたẼは、҅ෙᢊ大ᩌ地区居住の高齢者 180 人を対象に、ある 1 ଺ໜで得られた、̾人

の社会活動及び地域の社会活動の活発さと、ᛐჷೞ能との関連を分析しました。 

その結果、 

z ̾人が参加する社会活動のᆔ᫏が 1 つ増えるắとに、ᛐჷೞ能得ໜが 0.63ᵃ高い 

z 地域の社会活動のᆔ᫏が 1 つ増えるắとに、その地域の高齢者のᛐჷೞ能得ໜが 3.4ᵃ高い可

能性がある 

ことが示されました。 

 

お問合せ先：҅ෙᢊ大学 公衆衛生学分᣼ ྚ᏿୔܇ tamaaᵞmed.hoᶉudai.ac.jp 

 

 

 

表 社会活動参加とᛐჷೞ能得ໜの増加割合(n=180) 

  ᛐჷೞ能得ໜの増加割合 

参加している社会活動が 1 ᆔ᫏多い 0.63ᵃό 

地域ắとの社会活動参加ᆔ᫏のר࠯が 1 ᆔ᫏多い 3.4ᵃ 

（参ᎋ）高ሁ教育以上 8.3ᵃό 

     うつあり ὼ0.2ᵃό 

ό今回のような結果がͪ໱にឪこるᄩྙは 5ᵃச฼ 
 

※社会活動ồの参加状況を、̾人ҥˮと地域ҥˮでそれẹれ৭੮して、 

ᛐჷೞ能との関連を分析しました。 

※ᛐჷೞ能得ໜは、30 ໜ฼ໜのݿ度（MoCA-J）を用いてምЈしました。 

※ᛐჷೞ能得ໜの増加割合は、これまでの研究でᛐჷೞ能のዜ持に影響することが 

明らかとなっている、教育歴ởうつ状७を参ᎋ値とし、社会活動ồの参加による 

ᛐჷೞ能得ໜの増加割合をምЈしました。 

 

  

-  36 -



報道発表 Press Release No: 1�7-16-37 

2017 年 3 月発行                  ҅ෙᢊܖٻ 
 
Ṳ背景 

社会活動ồの参加は、ᛐჷၐの予᧸ởᛐჷೞ能のዜ持に良い影響をɨえていることが、これまでの研究で示さ

れています。しかし、これまでの研究では、高齢者̾ẉ人の社会参加について検᚛されており、地域の社会活動の

活発さはᎋॾされていませỮでした。そこで本研究では、地域נ住高齢者を対象として、̾人および地域ҥˮの社

会活動参加ᆔ᫏数とᛐჷೞ能との関連を検᚛しました。 

 

Ṳ対象と方法 

対象者は、҅ෙᢊ大ᩌ地区（東߷町、東ᅕಏ町または、፦࿌町）に居住する 70-74 歳の要ʼᜱசᛐ定者のう

Ẽ、2013 年に行われた JAGES（Japan Gerontological Evaluation Study, 日本老年学的評価研究）とܼࡊᚧ問に

よるᛐჷೞ能評価に参加ңщした人です。社会参加は、14 ᆔ᫏の会・グループを示してẐあなたはɦ記のような

会・グループにどのくらいの頻度で参加していますかẑとឋ問し、それẹれの参加頻度をẐᡵ 4 回以上ẑからẐ年に数

回ẑの 5 െ᨞とẐ参加していないẑの 6 つのᢠ৸ᏃでݮỈました。そのࢸ、会・グループắとに、6 െ᨞の参加頻度の

分ࠋから参加の有無を定義しました。参加者割合がҞ数ச฼の頻度までを参加ありとしました。̾人の社会参加状

況には、それẹれの人が参加している社会活動のᆔ᫏数、地域の社会活動の活発さには、65 歳以上の全回答者

を対象としたݱ学ఄ区ắとのר࠯参加ᆔ᫏数を用いました。ᛐჷೞ能は、MoCA-J（Japanese version of the 

Montreal Cognitive Assessment）を用いて対᩿で評価しました。MoCA-J は 30 ໜ฼ໜで、得ໜが高いほどᛐჷೞ

能がዜ持されていることを示します。ወᚘᚐ析では、これまでの研究でᛐჷೞ能のዜ持に影響することが明らかとな

っている、教育歴ởうつ状७を参ᎋ値とし、社会活動ồの参加によるᛐჷೞ能得ໜの増加割合をምЈしました。ま

た、性、年齢、居住࢟७、ሁ価所得、教育歴、᫩ᣒ歴、ᢃ動ೞ能、うつͼ向の有無による影響を調整しました。 

 

Ṳ結果 

ᚧ問によるᛐჷೞ能評価の参加者ࡊܼ 261 人のうẼ、Ꮿҡɶの既往がなく社会活動参加ᆔ᫏数とᛐჷೞ能検

査結果に欠測のない 180 人がᚐ析対象者となりました。࢘ᛆ地区の JAGES 調査の全回答者 4,042 人（回答ྙ

64.8％）のうẼ、社会活動参加状況と居住するݱ学ఄ区がわかる 2,576 人が、地域の社会活動の活発さ（ݱ学ఄ

区ắとに൭Ờる社会活動ồの参加ᆔ᫏数のר࠯）のምЈ対象となりました。ᚐ析対象者 180 名の社会活動ר࠯

参加ᆔ᫏数は約 4 ᆔ᫏、ר࠯ᛐჷೞ能得ໜは約 22 ໜでした。2,576 名の社会活動ר࠯参加ᆔ᫏数は約 3 ᆔ

᫏であり、࢘ᛆ地区の約 4 割の人が地域の生活環ؾのોծ活動、地域行事に年に数回以上参加していました。 

高齢者各̾人の社会活動参加ᆔ᫏数が 1 つ増えるắとに、ᛐჷೞ能得ໜが 0.63ᵃ高くዜ持されていました。ま

た、地域ắとの社会活動参加ᆔ᫏のר࠯が 1 ᆔ᫏増えるắとに、その地域に୥らす人のᛐჷೞ能得ໜが 3.4ᵃ高く

ዜ持されている可能性がありました。 

 

Ṳ結論 

高齢者̾人の社会活動参加ᆔ᫏数が多いことと、ᛐჷೞ能のዜ持が関連していることがわかりました。また、社

会活動がႮỮな地域に居住する高齢者のᛐჷೞ能がዜ持される可能性が示されました。 

 

Ṳ本研究の意義 

高齢者̾人の社会参加のみならず、地域の社会活動の活発さが、高齢者のᛐჷೞ能のዜ持に関連している可

能性が示されました。この結果は、ᛐჷၐになりにくい地域Ềくりを行うたỜの̬健ᅦᅍ施ሊの参ᎋになるとᎋえら

れます。 

 

Ṳ発表論文 
6aNaPoWo $� 8NaZa 6� 2NaGa (� 6asaNL 6� =Kao :� .LsKL 7� .oQGo .� 7aPaNosKL $� 7Ke assoFLaWLoQ EeWZeeQ soFLal 
SarWLFLSaWLoQ aQG FoJQLWLYe IXQFWLoQ LQ FoPPXQLW\-GZellLQJ olGer SoSXlaWLoQs: -aSaQ *eroQWoloJLFal (YalXaWLoQ 6WXG\ aW 
7aLseWsX FoPPXQLW\ +oNNaLGo� ,QWerQaWLoQal -oXrQal oI *erLaWrLF Ps\FKLaWr\� 2�16 6eS �� GoL: 1��1��2�JSs���76�  
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人᧓᧙̞ầᝅẦễע؏ 

৮ạếの৑ࢽ᧓఍ݱ ࠀẰいί高齢者ὸ 
 

所得が低い人ほど৮うつになりởすい、という健康఍ࠀが問᫆となっています。৮うつは地域環ؾ

に影響を受けますが、৮うつの所得᧓での఍ࠀと関連する地域の要׆はわかっていませỮでした。 

そこで、要ʼᜱᛐ定を受けていない65歳以上の男性51,962人・女性52,958人のデータをᨼᚘ

し、全77׎市区町村における、৮うつの所得᧓での఍ࠀを測定し、その఍ࠀの大Ẩさと関連する要

 。を検᚛しました׆

その結果、地域活動に参加する人の割合ở、助け合えるႻ手がいる人の割合が高い市区町村で

は、男性で、৮うつの所得᧓での఍ࠀ（Ẑ৮うつ఍ࠀẑ）がݱさいことがわかりました。 

住ൟの地域活動ở社会関̞がᝅかに育まれる地域では、高齢者の৮うつをถらすẻけでなく、そ

の఍ࠀもݱさくでẨるかもしれませỮ。 

 

 

お問合せ先： 東京大学大学院 医学ኒ研究科 ̬健社会行動学分᣼὾健康教育・社会学分᣼  

長᜿ဋ Ⴧࠌ hasedam@ᶅmaiᶊ.com  

 

 

 

�

�

ͤ� �⤖ᯝࠊࡣᖺ㱋ࡧࡼ࠾ᕷ༊⏫ᮧࡿࡅ࠾࡟⊂ᒃ㧗㱋⪅๭ྜ࣭ᢚࡢࡘ࠺᪤ ࡢ⪅ࡿ࠶ࡢ๭ྜ࣭㧗㱋໬⋡࣭

ྍఫᆅேཱྀᐦᗘࡢᙳ㡪ࢆ⤫ィⓗ࡟᤼㝖ࡿ࠶࡛ࡢࡶࡓࡋ 

ͤ�ᶆ‽೫ᕪ�VWDQGDUG�GHYLDWLRQ�ࡁࡘࡽࡤࡢࢱ࣮ࢹࠊࡣ࡜ලྜࠋ࡜ࡇࡢ್ࡍ⾲ࢆ 
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■背景  

高齢者の৮うつは大Ẩなᛢ᫆であり、特に低所得者に৮うつၐ状を示す者が多い。৮うつၐ状の有၏割合と関

連する地域要׆については、所得఍ࠀởᡈᨩのཛፕ、ʝいの助け合いがݲないこと、などが明らかになっている。し

かし、৮うつၐ状の有၏割合における社会ኺฎ的な఍ࠀの大Ẩさと関連する要׆についてはわかっていなかった。

そこで、高齢者の৮うつၐ状の所得᧓఍ࠀの大Ẩさと関連する地域要׆を明らかにするたỜに本研究を行った。 

 

■対象と方法 

65歳以上の要ʼᜱᛐ定を受けていない方を対象に行われた、日本老年学的評価研究(Japan Gerontological 

Evaluation Study: JAGES)プロジェクトの2013年度の調査データを用いた（ᣐࠋ数193,694、回収数137,736、回

収ྙ71.1ᵃ）。調査対象の30市町村のうẼ4つの૎ˋ指定ᣃ市を区ắとに分け、77市区町村としてৢった。 

৮うつ఍ࠀの大Ẩさの測定には、ሁ価所得3分ˮắとの৮うつၐ状を示す者の割合からምЈした఍ࠀѷᣐ指数

と఍ࠀႻ対指数を用いた。これらの指೅は、各所得᨞ޖに属する人数をᎋॾしてምЈされており、ҥኝな割合の

、社会参加ở社会関̞、׆は、人ӝ学的要׆ないとされている。市区町村の要ݲở比よりች度が高くバỶỴἋがࠀ

居住地域の主観的な変҄、࡫ᡯ環ؾを用い、৮うつの所得᧓఍ࠀの大Ẩさとの関連を分析した。これらの指೅は、

市区町村と所得のऴإのない方をᨊẨ、51,962人の男性と52,958人の女性の回答結果をᨼᚘしてምЈした。 

 

■結果 

全˳では低所得者ޖほど৮うつၐ状を示す者の割合が高かった。低所得者ޖでは男性12.2ᵃ・女性10.7ᵃ、ɶ

所得者ޖでは男性7.2ᵃ・女性5.5ᵃ、高所得者ޖでは男性3.2ᵃ・女性3.0ᵃが৮うつၐ状を示した。 

ἋἯー἖の会ở学習・教᫱ἇークルなどの地域活動ồの参加割合が高く、ἏーἉἵル・ἇἯートの੉受の割合が

高い市区町村では、男性の৮うつの所得᧓఍ࠀがݱさかった。ڂ業ྙởኺฎ఍ࠀのफ҄を感じている人が多い市

区町村では、男女ともに৮うつの所得᧓఍ࠀは大Ẩかった。࡫ᡯ環ؾは৮うつ఍ࠀとの関連はᛐỜられなかった。 

 
■結論  

社会活動ở社会関̞がᝅかにはẫくまれるような地域（いわỡるἏーἉἵル・ỿἵἦタルが高い地域）では、৮うつ

の所得᧓఍ࠀがݱさい可能性がある。これを地域Ềくりの施ሊに活かすたỜに̾人レベルでも同様なჷᙸが得られ

るかについては、さらなる検証が࣏要である。 

 

■本研究の意義  

ᡈᨩの人ởӐ人とのʩ්を増ởすような環ؾを整ͳすることによって、ҥに高齢者の৮うつの割合がݱさくなる

ẻけでなく、その所得᨞ޖ᧓の఍ࠀまでもݱさくでẨる可能性がある。 

 

■発表論文  

Haseda M, Kondo ᵬ, Ashida T, et al. Community Social Capital, Built Environment, and Income-Based Ineᶏuality 

in Depressive Symptoms Among Older People in Japan: An Ecological Study From the JAGES Project. J 

Epidemiol 2017;advpub doi: 10.2188/jea.JE20160216 

 

■謝辞 

本研究は、日本老年学的評価研究(the Japan Gerontological Evaluation Study, JAGES）プロジェクトのデータを使

用し、厚生労働科学研究費補助金(長寿科学ዮ合研究事業，H25-長寿-一般-003）などによる助成を受けて実

施した。記して深謝します。 
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同居なのに孤食の男性 死亡リスク1.5倍 
 
高齢者の孤食が低体重やうつ症状につながる可能性が報告されています。では、高齢者の孤食
（ひとりで食事をとること）は死亡率に影響するのでしょうか。本研究では、65歳以上の日本の高齢者
71,781名（男性33,083名、女性38,698名）を約3年間追跡し、孤食と死亡との関係を調べました。 
その結果、男性では同居で共食（誰かと一緒に食事をとること）の人に比べ、 

z 同居しているにも関わらず孤食の人の死亡リスクは1.5倍 
z 独居で孤食の人の死亡リスクは1.2倍 
でした。高齢者の孤食が死亡リスクとなる可能性が示されました。 
 
 

 お問合せ先： 東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科 谷 友香子 tani.hlth＠tmd.ac.jp  
 

  
高齢者の孤食と死亡との関連（男女別） 

 

  
                      合計 33,083人                         合計 38,698人  
 

年齢、治療中の疾患、生活機能、教育歴、経済状況の影響を調整しています。 
＊は統計的に有意な関連があったことを示しています。 
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■背景 
高齢者の孤食が低体重やうつ症状につながる可能性が報告されていますが、死亡のリスクについては

分かっていません。そこで、日本の高齢者を対象に、孤食と死亡との関連について追跡調査をしました。 
■対象と方法 

2010年に実施した JAGES（Japan Gerontological Evaluation Study, 日本老年学的評価研究）調査に
参加した 65歳以上の高齢者を約 3年間追跡し、孤食と死亡との関連について分析しました。性別、年齢、
死亡、食事、世帯状況の情報が得られており、歩行・入浴・排泄に介助が必要な人を除いた男性33,083名、
女性 38,698名のデータを使用しました。食事状況は「食事は誰とすることが多いですか」という質問を用い
て、「配偶者」、「子供」、「孫」、「友人」、「その他」のいずれかを選択した人を「共食」、「ひとり」のみを選択し
た人を「孤食」として 2 群に分類し、世帯状況（同居または独居）の違いによって「同居で共食」、「同居で孤
食」、「独居で共食」、「独居で孤食」の４群に分けました。死亡のリスクは年齢、身体的健康状態、教育歴、
経済状況の影響を調整して、統計学的な評価を行いました。 
■結果 
男性では「同居で共食」、「同居で孤食」、「独居で共食」、「独居で孤食」の人がそれぞれ 29,182 人、

1,645人、263人、1,993人でした。そのうち、約 3年間の追跡期間中に死亡した人が 1,759人、156人、
12 人、147 人でした。一方女性では「同居で共食」、「同居で孤食」、「独居で共食」、「独居で孤食」の人が
それぞれ 29,870人、2,798人、1,056人、4,974人であり、死亡した人が 815人、121人、29人、178人
でした。 
年齢、身体的健康状態、教育歴、経済状況の影響を取り除いて解析した結果、男性では「同居で共食」

の人に比べて「同居で孤食」の人の死亡リスクが 1.5倍、「独居で孤食」の人の死亡リスクが 1.2倍でした。 
■結論・本研究の意義 
高齢者の孤食が死亡リスクに影響を及ぼす可能性が示唆されました。家族や友人、近隣の人達をまきこ

んで共食を推奨することや、自治体で会食やコミュニティレストランを開催するなど、誰かと一緒に食事する
機会を提供することが、高齢者の健康維持に効果的かもしれません。また、男性では同居しているにもか
かわらず孤食であることが死亡のリスク要因となったため、独居者だけでなく同居者もターゲットとして対策
を検討することが重要かもしれません。 
■発表論文 
Tani, Yukako, Naoki Kondo, Hisashi Noma, Yasuhiro Miyaguni, Masashige Saito, and Katsunori Kondo. 
"Eating Alone yet Living with Others Is Associated with Mortality in Older Men: The Jages Cohort Survey." J 
Gerontol B Psychol Sci Soc Sci  (Jan 15 2017). http://dx.doi.org/10.1093/geronb/gbw211. 
■謝辞  
本研究は日本老年学的評価研究プロジェクトのデータを使用し、私立大学戦略的研究基盤形成支援事

業（2009-2013）、JSPS 科研費（22330172, 22390400, 23243070, 23590786, 23790710, 24390469, 
24530698, 24683018, 25253052, 25870573, 25870881, 26285138, 26882010, 15H01972）、厚生労
働科学研究費補助金（H22-長寿-指定-008, H24-循環器等［生習］-一般-007, H24-地球規模-一般-009, 
H24-長寿-若手-009, H25-健危-若手-015, H26-医療-指定-003［復興］, H25-長寿-一般-003, H26-長寿-
一般-006,H27-認知症-一般-001）, 国立研究開発法人日本医療開発機構（AMED）長寿科学研究開発事
業, 長寿医療研究開発費（24-17, 24-23）, 公益財団法人長寿科学振興財団（J09KF00804）などの助成
を受けて実施しました。 
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Ӑ人Ệ˟ạ高齢者 ኄބ၏のἼἋἁҞถ 
 

ኄބ၏は合́ၐのἼἋクがあることから、ᘉኄをᢘЏにἅントロールすることがѰỜられています。し

かし、高齢者は᫢事ởᢃ動によるᘉኄἅントロールがᩊしく、また低ᘉኄのἼἋクのたỜᕤを使用しにく

いたỜ、ኄބ၏のἅントロールが׉ᩊです。一方、これまでの研究で、成人஖の人で社会との関わりが

多いほどኄބ၏に良いというإԓがありましたが、高齢者においてもᘉኄἅントロールに有効なのかは

分かっていませỮ。 

そこでᅶたẼは、約 1 万人の 65 歳以上の高齢者を対象に、ἅントロール不良のኄބ၏（HbA1c 

8.4 以上）と社会的関わり（Ӑ人と会う頻度、ἋἯー἖の会・老人会などồの参加）との関連を調べま

した。 

その結果、Ӑ人とஉにᾀὼᾃ回程度会っていると、Ӑ人とほとỮど会わないئ合に比べて、ἅントロ

ール不良のኄބ၏のἼἋクがҞถすることが分かりました。 

Ӑ人とᢘ度に会うことで、ᘉኄἅントロールが׉ᩊな高齢者のኄބ၏がોծする可能性が示され

ました。 

 

 

お問合せ先： 横௎ជ一 yokobayashiken@gmail.com 
 大学၏院 ዮ合ϋ科・ዮ合ᚮ療科/ハーバード公衆衛生大学院޽࠼
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■背景 

ኄބ၏の合́ၐを予᧸するたỜ、健康日本 21（ᇹ 2 ഏ）ではᘉኄをᢘЏにἅントロールする（HbA1c を 8.4

以ɦにする）ようਖ਼ڜしています。一方、高齢者は᫢事ởᢃ動療法の᪯ܣがᩊしく、また低ᘉኄのἼἋクのたỜ

ᕤを使用しにくいことから、高齢者のኄބ၏のἅントロールは׉ᩊなのがྵ状です。これまでの研究で、成人஖

の人で社会との関わりが多いほどኄބ၏に良いというإԓがありましたが、高齢者においてもᘉኄἅントロール

に有効なのかは分かっていませỮ。そこで本研究では、高齢者のᘉኄἅントロールに影響するφ˳的な社会

的関わりのϋܾを明らかにすることをႸ的としました。 

 

■対象と方法 

JAGES（Japan Gerontological Evaluation Study, 日本老年学的評価研究）2010 と健ᚮデータを結合して

得られた 65 歳以上の 9,554 人を対象として、ἅントロール不良のኄބ၏（HbA1c 8.4 以上をἅントロール不良

のኄބ၏と定義）と社会的関わり（Ӑ人と会う頻度、および、ἋἯー἖の会・老人会など社会グループồの参加）

の関連性を調べました。年齢、性別、BMI（៲長と˳重の割合）、うつ၏、所得、教育年数、1 日のഩ行଺᧓、

婚姻状況、同居状況、ኄބ၏の඙療状況、᫩ᣒ・տ໺状況をᎋॾした分析を行いました。 

 

■結果 

Ӑ人と会う頻度のϋᚪは、年に数回以ɦが 1,868 人、உに 1-4 回が 3,386 人、ᡵに 2 回以上が 3,657

人でした。教育、収入、婚姻状況などの社会ኺฎ的要׆を調整した上でも、Ӑ人とஉにᾀὼᾃ回程度会ってい

ると、Ӑ人とほとỮど会わないئ合に比べて、ἅントロール不良のኄބ၏のἼἋクがҞ分でした。Ӑ人がいないと

ἅントロール不良のኄބ၏のἼἋクは 3.9 倍でした。社会グループồの参加のうẼ、ἋἯー἖の会に参加してい

ると、ἅントロール不良のኄބ၏のἼἋクはҞ分でした。その˂の社会グループồの参加とἅントロール不良のኄ

 。၏の関連はありませỮでしたބ

 

■結論・意義 

Ӑ人に会う頻度とἅントロール不良のኄބ၏のἼἋクに関連がありました。高齢者のᘉኄἅントロールはᩊしい

というྵ状があるɶ、Ӑ人とᢘ度に会うよう̟すことでኄބ၏のἅントロールがોծする可能性が示唆されまし

た。一方、本研究はある 1 ଺ໜで得られたデータを分析した研究であるたỜ、今ࢸはᡙួ研究による׆果関

̞の検᚛ởメỽἝἌἲのᚐ明が൭Ờられます。 

 

■発表論文 

Yokobayashi K, Kawachi I, Kondo K, Kondo N, Nagamine Y, Tani Y, et al. (2017) Association 
between Social Relationship and Glycemic Control among Older Japanese: JAGES Cross-
Sectional Study. PLoS ONE 12(1): e0169904. doi:10.1371/journal.pone.0169904 
 
■謝辞 

本研究は日本老年学的評価研究（Japan Gerontological Evaluation Study, JAGES）プロジェクトのデ

ータを使用しました。記して深謝します。 
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